


















































































































革・改正の動きが日本国憲法に で迫ってい に対 強い危倶の念を表明されたの
に引き続いて、今年
度は、
公法
(行政法)
専攻者である私が、
ライブドア問題とのかかわりで近年の相次ぐ商
法改正による規制緩
和の問題に触れざるをえないとい
うのも、
皮肉なめぐりあわせですが、
わが国に
おける改革路線がはらむ問題
の一端を示すものといえるかもしれません。
行政法の分野についていえば
、九
0年代の行政手続法・情報公
開法の制定、
そして今世紀に入ってからの行
政事件訴訟法の改正に見られるように、言葉の本来の意味での改革という要素を(
一定の限界をもちながらも)
伴った注目すべき法 がされてきたこ
とも、
否定できない事実です。
こうした積極
的側面を伴いながらも、
右に例示したような重大な否定的現象を現出させて
いるところにこそ、
現在の改革路線の本質
を読み取ること
が可能であると私は思っています。
最近よく改革の「光と影」という表現を目にしますが、
これまでの改革に
つきまとうこのような両義性も含
めて、
現在の改革路
線が国民にとっていかなる意味をもつものであるかを解
明することこそ、
私たちが、
それぞれの専門分野
に足場をおきながら冷静に追
求しなければならない課題とい
うことになる 思います。
右の課題は、限られ
た専門分野の枠内のみで対処しうる問題でないことはいうまでもありません。
それは、
公法、
私法、
刑事法、
基礎法の各 を網羅する法律学全体はもとよ
りのこと、政治学、
経済学を含めた社会
科学全体
さらには、
哲学・思想、
歴史学、
人類学を始めとする人文諸科学とも協力しながら
、ト
ータルな角
度から取り組むことによって初めて解明しうる大きなテlマということになるでしょう。
本研究所における
研
究活動と
その成果としての本紀要への研究
成果の公表が、
このテlマの解明にいささかでも貢献しうることを
願ってやみません。
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